
センター地区

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区

約27.9㌶ 約1.2㌶ 約13.9㌶ 約1.2㌶

　次の各号に掲げる用に
供する建築物以外の建築
物は建築してはならな
い。

(1) 住宅

(2) 住宅で事務所、店舗
その他これらに類する用
途を兼ねるもののうち建
築基準法（昭和25年法律
第201号）に基づく建築基
準法施行令（昭和25年政
令第338号。以下「政令」
という。）第130条の3に
定めるもの

(3) 共同住宅、寄宿舎又
は下宿

(4) 学校（大学、高等専
門学校、専修学校及び各
種学校を除く。）、図書
館その他これらに類する
もの

(5) 神社、寺院、教会そ
の他これらに類するもの

(6) 老人ホーム、保育
所、身体障害者福祉ホー
ムその他これらに類する
もの

(7) 診療所

(8) 巡査派出所、公衆電
話所その他これらに類す
る政令130条の4に定める
公益上必要な建築物

(9) 前各号の建築物に付
属するもの（政令第130条
の5第1号、第3号及び第5
号に定めるものを除
く。）

(10) 床面積の合計が3.3
平方メートル以下の畜舎

建築物の敷地面積の最低
限度

約44．2㌶

細地区の名称

細地区の面積

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物等の用途の制限 　床面積の合計が3.3平方
メートルを超える畜舎は
建築してはならない。

　Ａ地区に同じ 　原動機を使用する工場
で、作業場の床面積の合
計が50平方メートルを超
えるものは建築してはな
らない。(パン屋、米屋、
豆腐屋、菓子屋その他こ
れらに類する食品製造業
を営むものを除く。)

200平方メートル

区
域
の
整
備
・
開
発
保
全
の
方
針

地区計画の目標

土地利用の方針

地区施設の整備の方針

建築物等の整備の方針

地
区
整
備
計
画

面　　　　　　積

多治見都市計画地区計画の変更（多治見市決定）

都市計画滝呂地区地区計画を次のように変更する。

名　　　　　　　　　称 滝呂地区地区計画

位　　　　　　　　　置

面　　　　　　　　　積

　本地区は、多治見市街地南東部に位置し、土地区画整理事業及び宅地開発事業の施行により道路･公園等
の公共施設及び宅地が整備された。

約４４．２ヘクタール

多治見市滝呂町9丁目、12丁目、14丁目、17丁目の各一部

一般住宅地

　一般住宅地区については、各戸への日照に対する配慮、良好な沿道景観を形成するための空地の確保等
を図り、ゆとりと落ち着きのある良好な居住環境が形成されるよう規制･誘導する。

　土地区画整理事業及び宅地開発事業により整備された地区施設について、その機能･環境が損なわれない
よう維持･保全に努める。

　調和のとれた良好な住宅市街地としての発展を期するため、建築物の規制･誘導を推進し、郊外住宅地に
ふさわしい良好で緑あふれ、ゆとりある居住環境の形成と合理的な土地利用を図る。

　本計画は、当該地区において、今後予想される居住環境の悪化を未然に防止するとともに秩序ある市街
地を計画的に誘導し、良好な居住環境を将来にわたって維持、発展させていくことを目標とする。

　また、センター地区については、一般住宅地区との調和に配慮し、生活の利便性等住宅市街地としての
良好な居住環境を損なわないよう適正に誘導する。



1. 建築物(門柱及び門塀
を除く。)の外壁又はこれ
らに代わる柱の面（地階
が設けられている場合の
当該地階部分及び建築物
の付属部分で出窓･ベラン
ダその他これに類するも
のを除く。(以下「外壁
等」という。)）から道路
境界線までの距離は、1.5
メートル以上とする。

2. 門柱及び門塀の外壁等
から道路境界線までの距
離は、1.0メートル以上と
する。

3.　擁壁の壁面から道路
境界線までの距離は、0.6
メートル以上とする。た
だし、擁壁の基礎及び植
栽帯又は花壇で高さ0.3
メートル以下のものはこ
の限りではない。

1.　ブロック塀等これら
に類するものは設置して
はならない。

1.　ブロック塀等これら
に類するものは設置して
はならない。

2.　道路境界から1.5メー
トルの区域及び道路境界
の投影面にかき又はさく
を設ける場合は、生垣あ
るいは透視性のあるフェ
ンスとする。ただし、
フェンス等の基礎でブ
ロック等これらに類する
ものの高さが0.6メートル
以下のもの又は門柱及び
門塀を設けるときは、左
右の袖の同一境界線への
投影長さの合計が4.0メー
トル以下のものはこの限
りではない。

2.　道路境界から1.0メー
トルの区域及び道路境界
の投影面にかき又はさく
を設ける場合は、生垣あ
るいは透視性のあるフェ
ンスとする。ただし、
フェンス等の基礎でブ
ロック等これらに類する
ものの高さが0.6メートル
以下のもの又は門柱及び
門塀を設けるときは、左
右の袖の同一境界線への
投影長さの合計が2.5メー
トル以下のものはこの限
りではない。

建築物等の形態又は意匠
の制限

 屋外広告物及び建築物の
屋根、外壁又はこれに代
わる柱は、刺激的な原色
や装飾を避け落ち着きの
あるものとする。

Ａ地区に同じ Ａ地区に同じ

ー

・用途地域：第1種低層住
居専用地域　建ぺい率
50％　容積率80％

・高さ制限：10ｍ

・敷地境界線からの外壁
等の後退距離：1ｍ以上

理　由

用途地域：近隣商業地域
建ぺい率：80％　容積
率：200％

「区域、地区整備計画の区域の区分は、計画図表示のとおり。」

備考（その他の都市計画） ・用途地域：第1種住居地
域　建ぺい率60％　容積
率：200％

Ａ地区に同じ

Ａ地区に同じ 　門柱及び門塀の外壁等
から道路境界線までの距
離は、0.6メートル以上と
する。ただし、植栽帯又
は花壇で高さが0.3メート
ル以下のものはこの限り
ではない。

Ａ地区に同じ

かき又はさくの構造基準 Ａ地区に同じ Ａ地区に同じ
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壁面の位置の制限
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都市計画用途地域区域界の是正に伴い、地区計画区域界及び地区整備計画区域界（Ａ地区・Ｃ地区）の修正を行う。
（「区域の整備・開発及び保全の方針」「地区整備計画」については、変更なし）


